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Ⅰ．要約 

2018 年度（平成 30 年度）一般社団法人エコエネ技術士ネット（以下 PEN と略称）の省エネ相談

地域プラットフォーム構築事業(以下 PF 事業と略称)は、3 年目に取り組み、以下の様な成果を得ま

した。 

■予算をフルに使い支援事業者の省エネを進める事が出来ました。 

・17 事業所の事業者支援の結果、支援事業者が投資等を行い、省エネとなった量は、

200kL/年（年間約 2,000 万円の削減）を超えました。PEN-PF 運営補助金の約 2.5 倍(2.5 年

分)に相当します 

・これらの成果は、省エネルギーセンターの事例発表会や、2019 年 1 月末から東京ビックサイ

トで行われた ENEX2019 でもパネル発表しました。 

・ 

■効果的な支援方法の取り組みを行いました。 

・限られた人材と資金で、成果を出す取り組みを行い、次年度以降更に進める目処を得まし

た。 

■関係組織の連携が大いに進展しました。 

・自治体(岡山県・岡山市・倉敷市など)、省エネルギーセンター中国支部、広島銀行などとの

連携が具体化し、地域での中小企業の省エネ支援体制の強固なものとする前進がありまし

た。 

■Web を使った内部管理システムがより有効に機能するものとなりました。 

 

 

 

Ⅱ．重点実施 

1 支援方式のモデル試行の実施 

① IT 活用遠隔支援 3 社 ②合同支援 （倉敷市特養連絡協議会） 

 

⽀援⽅式 計画 実績 評価 課題

①IT活⽤
遠隔⽀援

デマンド及び事業者省
エネ重要管理(温湿
度・電⼒）情報のweb
共有

○3社：内1社は⾃社分追加
○オンライン情報の事業者/PF
（専⾨家･事務局）共有が出来
た。
○事業者はオンライン情報活⽤

○専⾨家のフォローによる遠
隔⽀援の本格化へは、webソ
フト・ルール作りが課題

・ゴールの明確化
・PF事務局が重点事
業者と協議しwebソフ
ト改善とルール作り

倉敷市特養連絡協議会

○協議会会⻑の協⼒で協議会会
合7⽉17に⽇説明会設定。説明
を⾏う。
○⽀援依頼事業者1社

・⽔害の影響で、7⽉17⽇以
降の活動を中断し、本格的な
取り組みに⾄らず。
・2019.1.11協議会会⻑パネル
ディスカッション

・協議会会⻑の理解と
協⼒を得ながら、省エ
ネルギーセンター類似
実績情報を参考し、倉
敷市と共に計画する。

倉敷市内宿泊事業組合
PF⽀援実績宿泊事業者（組合責
任者）を通じパンフ等を渡し募
集したが集まらず。

・組合責任者との交流は不⼗
分であった。
・⽔害などの影響で中断し、
本格的な取り組みに⾄らず。

・組合責任者とのコ
ミュニケーション改善
・特養協議会先⾏試⾏
を確認実施。

②合同⽀援 
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2 支援の有効化に向けた技術力強化 

① PF 連絡会の充実（専門家特性に合わせた支援指導）  

② PF 職員の支援参画強化 

③ 高度専門家の活用の本格化 （建築士・プロセスエンジニア・IT 専門家） 

特別専門家 人数 事業者数

建築士 2 6 

プロセスエンジニア 2 2 

IT 専門家 1 3 

 

3 PF 組織連携強化 

3-1 自治体連携強化 

①PF 事業者支援への自治体関係者同行（岡山県、岡山市、倉敷市） 

 ②岡山省エネセミナー（岡山県、岡山市、倉敷市）  

岡山市役所大会議室 110 名の参加者のもと実施など 

③倉敷省エネセミナー兼交流会(倉敷市） 

3-2 省エネルギーセンター連携強化 

 ①事業者相互紹介 合計 11 件 

 ②専門家の共有 

 ③セミナー講演（PF、ECCJ 各主催セミナーで講演） 

3-3 関係組織連携強化 

① 商工会議所連合会 ②商工会連合会 ③岡山県環境保全事業団 ④地域大学  

④ 金融機関 

 

4 連携組織とセミナー共催を通じた事業者の開拓 

①第 1 回岡山セミナー 2018 年 6 月 15 日 

②倉敷市特養対象セミナー（合同支援試行） 2018 年 7 月 17 日 

③和気町省エネセミナー 2018 年 8 月 22 日 

⑤ 岡山省エネセミナー（岡山県、岡山市、倉敷市） 2018 年 11 月 30 日 

岡山市役所大会議室 110 名を超える参加者のもと実施など 

⑤倉敷省エネセミナー兼交流会(倉敷市） 
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Ⅲ．補助事業の効果 

１ 事業者支援で省エネ実現  

【業種別事業所数 計画 22  合計 17 事業所施設】 

  医療福祉          5 

  宿泊業           2 

  教育、学習支援業    1 

  製造業            9 

【支援人人回数】 

・平均６人回／事業所 合計 103 人回（計画 61 人回） 

・支援人回数 7 以上でエネルギー削減率が高くなる傾向が確認された。(添付資料確認) 

【エネルギー使用規模 改善実績 @原油換算量 kL/年】 

合計 7,529 平均 440 最大 2,370 最小 22 

省エネ見込み 642（エネルギー使用量の 8.5%）  実施完了 202（見込の 32％）   

【成果発表】 

・ECCJ 省エネ事例発表会 5 事業所  

・ENEX2019 ポスター発表 2 事業所 

2 支援方式モデルの構築   2 支援法の有効性の見通し確認 

 ①IT 活用遠隔支援   

②合同支援方式 倉敷市と特養連絡協議会で疑似試行。 

3 PF 組織連携強化の進展  

事業 3 年目で機能する PF システムの骨格構築 

 ①自治体 

セミナー等を通じ事業者への PF 事業の PR と支援事業者開拓の他、施設設備供与・人的協

働が行われ信頼関係構築が出来た。特に倉敷市、岡山市、和気町及び岡山県。 

 ②ECCJ 

 組織連携緊密化のもと、専門家相互交流・専門家力量向上・対象事業者相互紹介(11 事業

所)で成果大。 

③団体組織 

 PF 事業の中小企業等事業者への PR の拡大、連携策の検討が進んだ。商工会議所連合

会、商工会連合会、環境保全事業団、地域大学、地銀（広島銀行） 
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Ⅳ 課題 

 

１ 持続性あるＰＦ構造の構築 

・エネ庁の PF 構築事業と PF 事業の中長期計画の見通しが明確で無い状況下で、下記課題が

あります。 

 エネ庁の PF 取り組み方針の確認。 

 地域における自治体の役割を明確化した地域連携省エネ支援体制の構築。 

(単なる言葉の連携組織では無く、国の明確な方針・施策の必要性) 

・支援コストパーフォーマンスの良い支援システムの構築。 

２ 支援空白期間問題の解消 

・事業者の要請に応えられない問題は、非常に大きく、初年度より制度側に対応を SII に要請し

ているが、答えが得られていない状況にあります。 

・特に補助金制度運用期間の支援や事務局の次年度準備の連携組織との計画打ち合わせ等

に支障が出ています。 

３ ＰＦ活動自立資金の確保 （エネ庁（SII 経由）の PF 資金無しでの事業自立）  

・無料相談事業の限界（SII 資金頼り）対応 

中小企業に無料省エネ支援（ＰＤＣＡ全ての過程の業務）が定着しているため、有料支援の

阻害要因となっている。 

・ＰＦ活動自立に見合う収入源探し（例：有料支援：成果に応じた料金制度など 附帯事業の実

施：補助金支援、公平性・公正性の配慮、PEN 事業の範囲の見直し等） 

４ 対外広報の充実 

・会員・賛助会員制度：メーカー等への情報提供 

・成果事例集の作成 

５ ＰＦ予算内支援事業者数限界 

 ・限られた予算/PF での効果的な支援方法の活用本格化  

６ 専門家力量向上 

・チーム力の向上 

・省エネ診断では無く、省エネ相談・支援人材の育成 

 省エネ支援ノウハウの収集と共有活用の推進 

 PF 連絡会・外部研修会等を通じた、研修の充実 

・支援ツールの整備 

・計測器・モニタリング機器の充実
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【資料】平成 30 年度省エネ相談地域プラットフォーム構築事業    

・支援活動実績    

 

 

・支援人回数と省エネ削減率 

 

支援前全体使
用量

全事業者に対
するエネル

ギー消費規模
比率

省エネ見込み
合計

省エネ
実行項目合計

（完了）

使用量に対す
る見込み省エ

ネ率

見込みに対す
る実績率

原油換算kL % 原油換算kL 原油換算kL % %

製造業 1,377.6 18.3% 188.2 20.3 13.7% 10.8%

製造業 39.0 0.5% 4.3 2 11.0% 46.5%

宿泊業､飲食サービス業 700.0 9.3% 32.8 0 4.7% 0.0%

宿泊業､飲食サービス業 968.2 12.9% 103.8 15.3 10.7% 14.7%

教育､学習支援業 22.0 0.3% 7.4 5.1 33.6% 68.9%
製造業 322.0 4.3% 7 0 2.2% 0.0%

製造業 2,372.0 31.5% 95.1 95.1 4.0% 100.0%

医療､福祉 224.0 3.0% 41.5 14 18.5% 33.7%

医療､福祉 141.4 1.9% 36.1 23.5 25.5% 65.1%
製造業 167.3 2.2% 20.8 0.1 12.4% 0.5%
製造業 28.0 0.4% 0.2 0.1 0.7% 50.0%
製造業 304.0 4.0% 27.5 25.5 9.0% 92.7%
製造業 55.0 0.7% 9.3 0 16.9% 0.0%

製造業 85.0 1.1% 5.7 0 6.7% 0.0%

医療､福祉 102.0 1.4% 2.6 1.2 2.5% 46.2%

医療､福祉 334.0 4.4% 37.1 0 11.1% 0.0%

製造業 287.0 3.8% 23 0 8.0% 0.0%

医療､福祉 7,528.5 100.0% 642.4 202.2 8.5% 31.5%

支援事業者
業種
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・省エネ事例紹介 

 

 


